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（単位：千円） 

- 総括 1 - 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成２７年度 平成２６年度 伸び率 

予算総額 ２２，７３２，０４１千円 ２４，７９１，４０６千円 △８．３％ 

一般会計構成比         １．２%         １．４%     － 

 

  【就農支援資金貸付事業特別会計】 

   予算総額 ３３，１５０千円 ８０，３６０千円 △58．7％ 

 

  【林業・木材産業改善資金特別会計】 

   予算総額 ３９，４９０千円 ３９，０６０千円 １．１％ 

 

  【本多静六博士育英事業特別会計】 

   予算総額 ５１，３９３千円 ５２，８７８千円 △２．８％ 

 

 

Ⅱ 主な新規事業および重要施策 
 

【埼玉農林業・農山村振興ビジョン施策体系】 
 

  

 
 １ 「担い手・生産・販売」の三位一体的な推進による食料供給力の向上 
 （１）意欲ある多様な担い手を育てる 

 （２）優良農地を活用して最大限の生産を行う 

 （３）農業経営の安定・発展に向けて支援する 

 （４）食と農をつなぐ仕組みをつくる 

 （５）食の安全・安心を確保する 

 
 ２ 多様な森林の整備と森林の循環利用による森林・林業の再生 
 （１）多様で健全な森林をつくる・まもる 

 （２）森林を循環的に利用する 

 （３）県産木材を使う・親しむ 

 
 ３ 農山村の魅力向上・多面的機能の積極活用の促進 
 （１）美しく活力ある農山村をつくる 

 （２）農林業・農山村の多面的機能を学ぶ・使う・楽しむ 
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１ 「担い手・生産・販売」の三位一体的な推進による食料供給力の向上 

（１）意欲ある多様な担い手を育てる 

      経営体育成条件整備事業【農業ビジネス支援課】        ３０３，９６９ 
      普及活動推進事業【農業支援課】                ６０，２４３ 
      新品種・新技術導入広域推進事業【農業支援課】          ９，０１６ 

Ｐ １      農業経営法人化推進事業【農業支援課】             ２０，０４３ 

Ｐ ２     明日の農業担い手育成塾推進事業【農業支援課】         ２４，５６３ 

      青年農業者等支援事業【農業支援課】               ４，３９２ 

Ｐ ３      新規就農総合支援事業【農業支援課】             ２７２，０４５ 

      農業大学校移転整備事業【農業支援課】            １１９，２５９ 
      企業等農業参入支援事業【農業支援課】               ４，３２３ 

 

（２）優良農地を活用して最大限の生産を行う 

Ｐ ４      農地中間管理機構運営事業【農業ビジネス支援課】       ５１０，２７９ 

     農地活用促進事業【農業ビジネス支援課】           ３７５，６２２ 
     農業委員会等補助事業【農業政策課】             ２５８，５９１ 
     土地改良事業計画等調査【農村整備課】            １７０，３５０ 

Ｐ ５      担い手を育む農地の整備【農村整備課】            ５７０，９８１ 

Ｐ ５     農業水利施設の整備【農村整備課】            １，８５９，１７７ 

     水田農業推進事業【生産振興課】                 ７，２３６ 
     主穀作産地営農強化支援事業【生産振興課】            ２，６５４ 

Ｐ ６     埼玉野菜もりもり大作戦の更なる展開【農業政策課、生産振興課】 ８３，２７４ 

      埼玉園芸生産力強化支援事業【生産振興課】          １７５，８９３ 
  一部新 野菜、果樹、茶・地域特産物の振興【生産振興課】        １１，４００ 

Ｐ ７  新規  水田フル活用支援事業【生産振興課】              １８，５００ 

      飼料用米利用促進事業【畜産安全課】               １，８５５ 
      畜政推進対策事業【畜産安全課】                １５，６１５ 
      埼玉の肉牛を守り・育てる生産構造転換事業【畜産安全課】    ２４，６７７ 
      秩父高原牧場機能強化緊急対策事業【畜産安全課】        ３６，５８６ 
      水産業活性化対策事業【生産振興課】               ２，５３２ 

 

（３）農業経営の安定・発展に向けて支援する 

      農業近代化資金等融通円滑化事業【農業支援課】         ５３，１４３ 
      農作物災害緊急対策事業【農業支援課】              ７，４１５ 
      就農支援資金貸付事業【農業支援課】               ６，０００ 
      経営所得安定対策推進事業【生産振興課】           １０４，０２９ 
      野菜価格安定対策事業【生産振興課】              ２７，５７９ 
      畜産物価格安定対策事業【畜産安全課】              ９，６２８ 

Ｐ ８      農林総合研究センター試験研究の推進【農業政策課】      ７１２，４６６ 

      水稲高温対策特別事業【農業政策課、生産振興課】        １６，４７７ 

Ｐ ９      埼玉スマートアグリ推進事業【生産振興課】        １，０９０，４６４ 

     埼玉エコ農業推進事業【農産物安全課】             １０，２００ 
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      見沼農業活性化対策事業【農業ビジネス支援課】         ３８，９７３ 
      三富地域資源循環型農業システム振興対策事業【農業ビジネス支援課】１，０００ 
     中山間ふるさと支援事業【農業ビジネス支援課】         １７，１２６ 
     中山間地域等支援事業【農業ビジネス支援課】          ２７，８６３ 
  一部新 魅力ある山村づくり支援事業【農業ビジネス支援課】        １，１１１ 

 

（４）食と農をつなぐ仕組みをつくる 

Ｐ１０  新規  埼玉農産物「知って、買って、食べよう」事業【農業ビジネス支援課】３，８２０ 

      地産地消推進事業【農業ビジネス支援課】             ３，１２２ 
         埼玉農商工連携推進事業【農業ビジネス支援課】          ３，２６５ 

Ｐ１１      農業の６次産業化支援事業【農業ビジネス支援課】        ５８，１１１ 

      地域拠点卸売市場整備促進事業【農業ビジネス支援課】         ４９９ 
      埼玉ブランド農産物推進事業【農業ビジネス支援課】        ８，７３４ 
     海外新規販路開拓事業【農業ビジネス支援課】           ２，５３９ 

Ｐ１２  新規  「彩の国地鶏タマシャモ」血統更新事業【畜産安全課】      １２，５０２ 

      高品質畜産物生産体制整備事業【畜産安全課】           ７，９００ 
 

（５）食の安全・安心を確保する 

Ｐ１３  一部新 埼玉スマートＧＡＰ推進事業【農産物安全課】           ８，７２５ 

      安全安心農産物確保対策推進事業【農産物安全課】         ５，５１４ 
     原発事故に係る農畜産物影響調査事業【農産物安全課】      ２７，２３３ 
     農薬安全対策事業【農産物安全課】                ５，２４６ 
     高速自動車道ＩＣ消毒ポイント整備事業【畜産安全課】      １０，９５０ 

Ｐ１４  一部新 家畜伝染病予防法拡充強化対策事業【畜産安全課】        ７７，０８８ 

     口蹄疫等悪性伝染病防疫対策強化事業【畜産安全課】        ３，５５５ 
     食品表示等適正化推進事業【農産物安全課】            ３，２８２ 

 

２ 多様な森林の整備と森林の循環利用による森林・林業の再生 

（１）多様で健全な森林をつくる・まもる 

      美しい森づくり事業【森づくり課】              １１２，４７０ 
      水源地域の森づくり事業【森づくり課】            ４７９，９００ 
      森林整備加速化・林業再生事業【森づくり課】         １６２，５８３ 

Ｐ１５      治山対策の推進【森づくり課】                ４６６，０９７ 
 

（２）森林を循環的に利用する 

Ｐ１６  新規  皆伐から始める森の若返りスピードアップ事業【森づくり課】  １３１，７３２ 

Ｐ１５      森林管理道の整備【森づくり課】               ６１２，５４１ 

     森をまもる活動支援事業【森づくり課】             １１，４４７ 
     森林の担い手育成対策事業【森づくり課】            ８９，１７０ 

 

（３）県産木材を使う・親しむ 

Ｐ１７     埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業【森づくり課】   ９７，５４３ 
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    木のある生活空間づくり事業【森づくり課】            ５，１００ 

 

３ 農山村の魅力向上・多面的機能の積極活用の促進 

（１）美しく活力ある農山村をつくる 

      農との共生 田園都市豊かなくらし満喫事業【農業ビジネス支援課】 ２，６３９ 

Ｐ１８      多面的機能支援事業【農村整備課】              ３８６，８２０ 

      農業集落排水の整備【農村整備課】              ３８５，９９０ 
      有害動植物防除等体制整備促進事業【農業支援課】         ７，２００ 
      農山村バイオマス利活用促進事業【農業ビジネス支援課】        ５５７ 

 

（２）農林業・農山村の多面的機能を学ぶ・使う・楽しむ 

  一部新 彩の国グリーンツーリズム総合対策事業【農業ビジネス支援課】   ５，４２０ 
     みどりの学校ファーム校外進出支援事業【農業ビジネス支援課】   １，０２８ 
      里山・平地林再生事業【森づくり課】             ２７６，６５６ 
      みんなで育てる森づくり事業【森づくり課】            ９，４２１ 
      水と緑に親しむサイクリングロードの整備【農村整備課】     ７９，５２４ 

Ｐ１９      川の再生の推進（川のまるごと再生プロジェクト（農業用水））【農村整備課】 
                                １，０７７，０００  

 



 

- 1 - 

農業経営法人化推進事業 

 
担当 農業支援課 経営体支援担当 

内線 ４０５０ 

 

１ 目  的 

  地域農業の担い手である認定農業者などの経営発展を支援し、農業経営の向上を図る。 

また、税理士などのスペシャリストを活用した相談窓口の設置や複数の農業者等が共

同して法人を設立するなどの取組を支援し、農業経営の法人化を推進する。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 認定農業者経営 

改善支援事業 

県 

 

 認定農業者などの担い手に対し、生産技術や経

営改善についての個別指導や研修会を開催 

7,829 千円 

 

(2) 認定農業者等 

育成支援事業 

県  認定農業者等の担い手を育成するための体制

を整備 

545 千円 

 

(3) 農業経営法人化相

談窓口設置事業 

県 

 

 各農林振興センターの「農業経営法人化相談窓

口」で、法人化を希望する認定農業者などに普及

指導員が法人化相談を実施 

1,385 千円 

 

(4) 法人化支援事業    6,930 千円 

 

 

ア スペシャリスト 

設置事業 

県 法人化相談のうち専門性の高い相談に対応す

る税理士などのスペシャリストを設置 

3,730 千円 

 

イ 複数個別経営法

人化推進事業 

市町村  複数の農業者等による法人化の取組を支援 

 

3,200 千円 

 

(5) 農業経営法人化 

人材支援事業 

県  法人化の事例検証などを通じて意欲ある農業

者や関係機関に情報提供し法人化をフォローア

ップ 

3,354 千円 

 

 

 

 

 
          
             
 
 
 
 
 
 
                    
 
   
   
 
 

 

３ 平成２７年度予算額   ２０，０４３千円 

 
・市町村と連携した体制整備 
・担い手農家の明確化   
 
 
 

 

 
 

農  

業 

経 

営 

体 

の 

法 

人 

化 

  
・法人化事例の検証と情報提供 

 
 
 
各農林振興センターに
法人化相談窓口を設置 
・法人化の啓発 
・法人化相談の実施 
・経営分析の実施 

 
・生産技術や経営管理手法 
の改善 

・経営発展への動機付け 

(2)認定農業者等育成支援事業 

(1)認定農業者経営改善支援事業 

(3)農業経営法人化相談 
窓口設置事業 

(4)法人化支援事業 

(5)農業経営法人化人材支援事業 

 
ステップ 
アップ 

 

税理士等に 
よる支援 

地域貢献する
法人化取組の
経費を支援 

検証 情報提供 

 

農 
 

業 
 

者 
  

実証モデルの設定 

ア スペシャリスト設置事業 イ 複数個別経営法人化推進事業 

農
業
経
営
法
人
化
相
談
窓
口 
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明日の農業担い手育成塾推進事業 
 

担当 農業支援課  新規参入支援担当  
                                   内線 ４０５１            

１ 目  的 
  就農相談窓口の設置ほか、農業生産法人等での体験研修の実施や新規参入希望者・Ｕ

ターン就農希望者を対象とした「明日の農業担い手育成塾」の設置運営の支援を通じ、

新規就農希望者の円滑な就農を促進する。 
   
２ 事業内容  
 区  分 事業主体 内    容 予 算 額 

(1)就農相談窓口整備 
 推進事業 

県  関係機関が連携して就農相談 
窓口を設け、新規就農希望者に 
対する総合的な支援を実施 

 7,571千円 

(2)農業生産法人等体 
 験支援事業 

県  農業に興味がある者を対象 
に、農業生産法人等で農業体験 
研修を実施 

 730千円 

(3)明日の農業担い手 
 育成塾推進事業 

   16,262千円 

 ① 県推進事業 県  明日の農業担い手育成塾の設 
置・支援 

 311千円 

② 塾運営事業 市町村、農 
業委員会、 
農協等 

 事業実施に必要な体制の整備 
 17塾   75人対象 

 13,653千円 

③ ｳｨｰｸｴﾝﾄﾞ農業塾 
 運営事業 

市町村、農 
業委員会、 
農協等 

  事業実施に必要な体制の整備 
   3塾   25人対象 

 2,298千円 

 
 

就農相談窓口 
 整備推進事業 

 
 
 
 
 
 
 
  ・相談窓口設置 

 ・休日就農相談 

 ・就農支援セミナー 

 
 
 
３ 平成２７年度予算額       ２４，５６３千円 

農
業
大
学
校
等 

明日の農業担い手育成塾推進事業 
就農希望地での実践的な研修 

 ・塾運営事業 
  （新規参入希望者を支援） 
 ・ｳｨｰｸｴﾝﾄﾞ農業塾運営事業 
  （Ｕﾀｰﾝ就農希望者を支援） 

農業生産法人等体験支援事業 
・法人等での見学や体験 等 

新規就農者の増加 
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新規就農総合支援事業 

 
担当 農業支援課 新規参入支援担当  
内線 ４０５１            

 
１ 目  的 
  埼玉農業を将来にわたって発展させていくためには、青年新規就農者を増やしていく
ことが不可欠である。 

  このため、就農前の研修期間（２年以内）及び就農直後（５年以内）の所得を確保す
る給付金を交付し、青年等の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、将来の埼玉農業を
担う青年新規就農者を確保する。 

 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1) 県推進事業 県  給付金交付の体制整備 1,064千円 

(2) 就農準備給付金 
  事業 
 
 
 

県 
 
 
 

  独立・自営就農を目指し県が指定
した研修機関で研修を行っている者
に給付金を交付 
    65人×150万円 

97,500千円 
 

 
 

(3) 市町村推進事業 
 

市町村 
 

 給付金交付の体制整備 
     3市町村×327千円 

981千円 
 

(4) 営農開始給付金 
  事業 
 

市町村 
 
 

 経営が不安定な就農直後の独立・
自営就農者に給付金を交付 
     115人×150万円 

172,500千円 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２７年度予算額  ２７２，０４５千円 

就農準備給付金事業

農業大学校や県が指定する地域指導農家等で研修を受
ける方で、以下の要件を全て満たす方
①就農予定時の年齢が45歳未満の方
②県が認める研修機関等で概ね１年以上研修する方
③研修終了後１年以内に就農する方
④自ら農業経営又は農業法人に雇用されて就農する方

[給付額] １５０万円／年（最長２年間）

農業技術の研修中に給付金を給付します。

営農開始給付金事業

[給付額]１５０万円／年（最長５年間）

農業を始めて間もない時期に給付金を給付します。

農業を始めてから経営が安定するまでの方で、以下
の要件を全て満たす方
① 原則として45歳未満で独立・自営就農する方
② 就農する市町村の「人・農地プラン」に位置付け
られている方（見込みも可）

③ 就農後の所得（本給付金以外）が２５0万円未満
の方

※ 農家子弟の方でも、
ア 親とは別の経営をする場合
イ 親の経営から部門を独立させる場合
ウ 親元に就農してから５年以内に親から経営を継承する場

合は給付対象となります。

就農準備給付金事業 営農開始給付金事業 
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農地中間管理機構運営事業 

担当 農業ビジネス支援課 農地活用担当 

内線 ４０２６ 
 
１ 目  的 

 担い手への農地の集積・集約化を加速し、農業の生産性向上と農地の有効活用を図る

ため、農地中間管理機構（以下「機構」）の活動を支援する。 
 
 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内   容 予 算 額 

１ 農地中間管理機構運営事業     343,430 千円 

  (1) 運営費  機構 
機構の運営費、市町村等への委託

経費 
205,480千円 

  (2) 管理事業費 機構 
農地の賃借料、土地改良賦課金、

借り受け農地の管理料 
137,950千円 

２ 県推進事業 県  機構に対する指導等の経費 2,691 千円 

３ 農業構造改革支援 

 基金積立金 
県 農業構造改革支援基金への積立 164,158千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２７年度予算額       ５１０，２７９千円 
 
 

農地中間管理機構
（農地集積バンク）

市町村、農業委員会等

借
受
け

貸
付
け

担い手
新規参入者

規模拡大
集積・集約化

県農地活用促進事業 農地中間管理機構運営事業

農地の管理・保全の

活動費等の支援

人・農地プラン作成、

協力金交付の支援

○ リタイア農家

経営転換農家
土地持ち非農家

などの農地

○分散農地

○耕作放棄地

地域で人と農地の問題

の話し合い（人・農地プラン）

連携
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農業生産基盤の整備 
 
           担当 農村整備課 農地整備担当、水利施設整備担当、水利調整・施設管理担当 
           内線 ４３５１(農地整備担当）、４３４７(水利施設整備担当) 、４３４１(水利調整・施設管理担当） 

 

１ 担い手を育む農地の整備 

（１）目  的 

    農地の大区画化や用排水路・農道等の整備により、農業生産性の向上と営農条件の 

  改善を図るとともに、農地の利用調整による経営規模の拡大を進め、高収益を目指す 

  農業経営体の育成を促進する。 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

ア ほ場整備事業 県 

 

 農地の区画拡大と道路、用水路、排

水路等の一体的な整備  【 8地区】 

406,393千円  

イ 農道整備事業 

 

県  農道の老朽化状況調査及び保全対策 

            【 2地区】 

141,750千円  

ウ 団体営基盤整備 

   促進事業等 

市町村 

土地改良区 

等 

 小規模な区域での農地、農道の整備

等 

            【 8地区】 

22,838千円  

 

  【担い手を育む農地の整備】 

 

 

 

 

 

 

       （整備前）                （整備後） 

（３）平成２７年度予算額   ５７０，９８１千円 

 

２ 農業水利施設の整備 

（１）目  的 

   用水路や排水路等の農業水利施設を整備し、用水不足や排水不良による農作物被害 

  の解消や自然災害を防止し、農産物の安定供給と地域の安全性向上を図る。 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

ア かんがい排水事業 

 

県 

 

農業水利施設（用水路､排水路､排水

機場）等の整備及び補修 

           【20地区】 

   990,357千円  

 

イ 農地防災事業 県 

 

 排水路の改修、排水機場等の整備 

            【 8地区】 

540,855千円  

ウ 団体営基盤整備 

   促進事業等 

 

市町村 

土地改良区 

 

 小規模な区域での用水路、排水路等

の整備支援 

            【38地区】 

 327,965千円  

  

（３）平成２７年度予算額  １，８５９，１７７千円 
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埼玉野菜もりもり大作戦の更なる展開 
 

            担当 農業政策課 試験研究調整担当、生産振興課 野菜担当 

             内線 ４０３５(試験研究調整担当)、４１４２(野菜担当)                                                             

                                                   

１ 目 的 

機械施設の整備や革新的技術の導入など、野菜の生産量、販売額、消費量の拡大につ

ながる取組により、埼玉野菜の産地を強化し、野菜産出額の増大を図る。 

２ 事業内容 

（１）埼玉野菜もりもり大作戦事業           ５３，９３９千円 

区   分 事業主体 内    容 予算額 

埼玉野菜産地強化プロジ 
ェクト事業 

  53,939千円 
 

 ア 県推進活動事業 県 産地の実態に応じた生産・販売対策の推進 3,939千円 

イ 産地強化整備 
  支援事業 

生産者団体 
農業法人等 

産地強化に必要な機械施設の整備費補助 50,000千円 

 

 

 

 

 

 

 

（２）もっと埼玉野菜づくり特別事業研究費      ２９，３３５千円 

区   分 事業主体 内    容 予算額 

もっと埼玉野菜づくり特

別事業 

県 省力・機械化技術、水田を活用した野菜生産技

術の開発や民間企業等と連携して革新的技術

の導入を図る。 

29,335千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 平成２７年度予算額 ８３，２７４千円 

 

◇LED光による品質の向上 
例：花卉、イチゴ 

 

 

 

●大学 

●民間企業等 

事業イメージ  民間企業と連携し革新的技術の導入 

委 託 

 研究テーマ公募 

 

提 案 

◇超細霧冷房による夏季の冷房 
例；ほうれん草、花卉 

事業イメージ   野菜の生産拡大を促す支援策の実施 

◇省力化に必要な機械 
 例：ねぎの収穫機 

◇高品質化に必要な施設 
 例：さといもほ場のかん水 

○生産・販売対策の推進 

○機械施設の整備支援 

◇新規作型等の導入 
 例：展示ほの設置 

県 

 共同研究  革新的技術の例 



                                     新 規 
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水田フル活用支援事業 
 

担当 生産振興課 主穀担当 

内線 ４１４４ 

１ 目  的  

平成 30年産から生産数量目標を廃止するなど米政策を見直されることから、今後は

作物の選択や販売先など生産者自らの経営判断が強く求められることとなる。 

このため、担い手農家が自らの経営判断で需要ある作物を組合せ、所得を最大化でき

るよう経営判断を支援する情報提供等、水田をフル活用する取組を支援する。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内 容 予算額 

(1)水田フル活用 

 情報提供事業 
県 

担い手の生産・販売に係る経営判断を

支援する指標を選定するとともに、県

による試験的な情報提供を行い効果

を検証する。 

1,000千円 

(2)飼料用米等流通 

 特別支援事業 
農業団体等 

飼料用米の生産拡大に伴う流通・保管

体制を整備するため、ＪＡの集荷施設

におけるオペレーション変更等に要

する経費等の一部を助成する。 

5,000千円 

(3)種子供給体制 

 整備事業 
農業団体等 

生産を支える種子生産に必要な調製

施設整備を支援する。 
12,500千円 

 

 事業イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額  １８，５００千円 
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農林総合研究センター試験研究の推進 

担当 農業政策課 試験研究調整担当 

内線 ４０３５  

１ 目  的 

  埼玉農業の競争力を強化するため、安全で安心できる農産物の生産技術、新品種の

育成や優良種苗の大量増殖技術、高収益・高付加価値化技術などについて研究開発を

行うとともに、機能強化に必要な施設等の整備を行う。 

２ 事業内容 

(1) 農林総合研究センター試験研究費         １２４，２６９千円 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

Ⅰ 安全・安心な農産

物生産技術の開発 
県 

 生産段階から安全性を確保するた

めの技術の開発 
11,260千円 

Ⅱ 本県オリジナル
品種の育成と栽培
管理技術の開発 

県 
 品種育成や新品目の導入とこれを

支える栽培管理技術の開発 
16,063千円 

Ⅲ 低コスト・省力生

産技術の開発 
県 

 省力化・快適化低コスト生産技術

や高品質・安定生産技術の開発 
20,351千円 

Ⅳ 環境に調和した

生産技術の開発 
県 

 化学肥料・農薬の削減など、環境

と調和の取れた生産技術の開発 
9,981千円 

Ⅴ 調査研究等 県 
 県民の多様なニーズに応える各種

の調査・研究、研究備品の整備等 
 66,614千円 

 

 

 

 

 

 

(2) 農林総合研究センター施設整備事業       ５８８，１９７千円  

   気候変動、産地間競争など本県農業が直面する課題に対応し研究機能を強化する

ため、農林総合研究センターに実験棟・温室等を新たに整備する。 

 ・単年事業（環境整備等）           １４６，１５０千円 

 ・継続事業（土木工事・建築工事）       ４４２，０４７千円 

  （継続費総額（平成２６年度～平成２７年度） ５８２，１０７千円） 

     〈施設等の整備イメージ〉 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ７１２，４６６千円 

病気や高温に強い水稲の開発 獣害対策用の電気柵の開発 イチゴ新品種の開発 梨の新たな栽培方法の開発 

温 室 ほ 場 実験棟 
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埼玉スマートアグリ推進事業 
 
 担当 生産振興課 野菜担当 

 内線 ４１４２ 
１ 目  的 

ＩＣＴなど高度先端技術を活用した施設園芸の研究開発・実証を行う次世代施設園芸

のモデル拠点の整備を支援するとともに、研究成果の県内への普及を通じ、収益性の高

い次世代施設園芸を推進する。 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内      容 予 算 額 

(1)埼玉県次世代施設 

園芸推進事業 
県 

・次世代施設園芸研修会の開催 

・関係機関との連絡調整 
    1,361 千円  

(2)次世代施設園芸拠点 

 用地整備事業 
県 

・農林総合研究センター（久喜）内の事

業用地における既存施設の撤去等 
 101,852 千円 

(3)次世代施設園芸拠点

支援事業 ｺﾝｿｰｼｱﾑ 

・次世代施設園芸拠点整備の協議調整 

・拠点の整備 

・新技術、未利用資源ｴﾈﾙｷﾞｰ活用等の実

証研究 

  987,251 千円 

 
 

３ 平成２７年度予算額     １，０９０，４６４千円 

                          

次世代施設園芸拠点支援事業 
 

・拠点の整備 

・ICT環境制御など高度な技術を駆使したトマトの 

周年生産経営モデル大規模実証研究 

実証成果の普及 

埼玉県次世代施設園芸推進事業 
・次世代施設園芸研修会の開催 
・関係機関との連絡調整 

高軒高ハウス 

出荷センター併設 

既存の生産者 新規参入者・農業法人等 農業関連企業 

ICT 環境制御技術 

次世代施設園芸拠点 

用地整備事業 
 

・既存施設の撤去 

 

 

 

低段密植栽培での周年生産 



新 規 
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埼玉農産物「知って、買って、食べよう」事業 

 

                         担当 農業ビジネス支援課 販売対策担当 

                         内線 ４１０１ 

１ 目  的 

  テレビ番組により県産農産物の情報発信や、駅、ＳＡ・ＰＡにおける販売促進活動を通じ、消 

 費者に対して県産農産物の魅力を伝え、購買の喚起を図る。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内 容 予算額 

情報発信事業 さいたま農産

物キャンペー

ン推進協議会 

 県産農産物の魅力を知ってもらい、買ってもら

うための情報発信（テレビ番組）に必要な経費を

補助する。 

2,500千円 

販売促進事業 県  幅広い年齢の方が行きかう駅やＳＡ・ＰＡ等に

おいて米など県産農産物のＰＲ販売を行う。 

1,320千円 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額  ３，８２０千円 
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農業の６次産業化支援事業 
 
              担当 農業ビジネス支援課 農商工連携・６次産業化担当 

              内線 ４０９５                    
 
１ 目  的 
 農業の６次産業化に取り組む農業経営体の発展段階に応じて戦略的かつ実践的な支援

を行い、農業経営の多角化と強化を図ることで、収益力向上と地域振興を目指す。 
 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1)６次産業化 
   経営革新支援事業 

県 ・地区相談会、経営実務研修、個別コンサル 
 ティングの実施 
・経営タイプ別の専門的支援 

6,096 千円 
 

(2)６次産業化 
   研究会事業 

県 
 
 

・農業者、食品事業者、流通業者、金融関係者 
 等からなる研究会を設置し、ネットワークを 
 構築 
・研究会における商品開発や販売戦略の検討、 
 現地視察や実習の実施 

2,673 千円 
 
 
 

(3)６次産業化 
実践支援事業 

県 
 

・対象を重点化した商品開発、販路開拓の実践 
 支援 

2,054 千円 
 

(4)６次産業化 
支援体制整備事業 

  47,288 千円 

 ア 総合化計画 
  支援事業 

県 ・総合化事業計画の作成支援 
・総合化事業計画認定後のフォローアップ 
・ネットワークリーダーの育成 
・交流会の開催 

4,098 千円 
 

イ ネットワーク 
  活動推進事業 

市町村 
農業者等 

・国交付金を活用して地域ぐるみの６次産業化 
 に取り組む市町村等への経費助成 

43,190 千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２７年度予算額   ５８，１１１千円 

取組の具体化・戦略の検討 ６次産業化の実践

経
営
の
多
角
化
に
よ
る
収
益
力
向
上

第１段階 [地区相談会]

第２段階 [経営実務研修]

第３段階 [個別コンサルティング]

経営志向を明確に
し、支援対象を選
別しながら具体的
な行動に導く

経営ビジョン策定支援

（1）６次産業化経営革新支援事業

６
次
産
業
化
に
こ
れ
か
ら
取
り
組
む
、
又
は

経
営
確
立
を
必
要
と
す
る
農
業
者

対象

経営タイプ別支援

■多角化や収益力の
強化など経営形態に
合わせた支援を行う

単独発展型の取組を支援

新規

(2)６次産業化研究会事業

■テーマ別（主穀・畜産・果
樹野菜特産）や地区別の
ネットワーク構築を促進

■市町村・農業者等への経費助成

６次産業化研究会
の設置・運営

(4)６次産業化支援体制整備事業

■作成支援、認定後の補助金・融資の活用支援
ア 総合化計画支援事業

６
次
産
業
化
の
経
営
が
確
立
し
、
更
な
る
発
展
を

希
望
す
る
農
業
者

更なる成長が期待される農業者等への重点支援
■商品開発・販路開拓の実践、専門家の派遣

(3)６次産業化実践支援事業

認定要件に合致した作成希望者

ネットワーク構築型の取組を支援
（６次産業化ネットワーク活動交付金を活用）

新規

イ ネットワーク活動推進事業



新 規 
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選 抜 改 良 

「彩の国地鶏タマシャモ」血統更新事業 

 

                        担当 畜産安全課 畜産振興担当 

                        内線 ４１９３ 

 

１ 目 的 

農林総合研究センターが飼育するタマシャモ種鶏の血縁が濃くなり、ヒナの生産効

率が低下している。このため、タマシャモの血統を更新するとともに、効率的生産の

ための機械整備を行い、ヒナの安定供給を図る。 

また、鳥インフルエンザの発生リスクを回避するため、農業高校と連携して種鶏の

分散飼育を行う。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

（１）彩の国地鶏タマシャモ

開発研究事業 
県 

他系統シャモ導入による

血統更新、簡易・低コス

トモデル鶏舎の作成 

3,191千円 

（２）彩の国地鶏タマシャモ

生産機械整備事業 
県 ふ卵機、育すう器 8,716千円 

（３）農業高校連携推進事業 県 種鶏の分散飼育 595千円 

 

 

 

 

 

         タマシャモ            他系統シャモ 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額  １２，５０２千円 

血統を更新 

産卵率や病気への抵抗力アップ 

 

交 配 
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埼玉スマートＧＡＰ推進事業 

 

                     担当 農産物安全課 有機・安全生産担当 
                     内線 ４０５７   
１ 目 的 

食の安全・安心確保が求められる中、取り組みやすさを重視して策定された埼玉県独

自のＧＡＰ（Ｓ－ＧＡＰ）の普及を積極的に図り、県産農産物のより一層の安全性と信

頼性の向上を推進する。 
 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1)ＧＡＰ普及事業 県 

 さらなるＧＡＰ普及のため、指導者を育

成し、生産者への推進を図る。 

・生産者へのＧＡＰ導入支援 

・ＧＡＰ指導者の養成等の普及体制の整備 

4,002千円 

(2)Ｓ－ＧＡＰ策定事業  県 
・Ｓ－ＧＡＰ検討委員会によるＳ－ＧＡＰ  

  仕様の検証・改定作業 
1,568千円 

 

 

 

新 

(3)Ｓ－ＧＡＰ推進戦略 
県 

生産者 

Ｓ－ＧＡＰを全県に普及推進を図るた

め、農家への支援を図るとともに、新たな

安全・安心認証の導入に向けた準備を行

う。 

・特栽取組者及びエコファーマーに対する 

 Ｓ－ＧＡＰ実践の要件化 

・Ｓ－ＧＡＰ実践農産物の販売促進と消費  

 者へのＰＲ 

・新たな安全・安心認証体制の整備と審査 

 員の養成 

3,155千円 

 
 

３ 平成２７年度予算額  ８，７２５ 千円 
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家畜伝染病予防法拡充強化対策事業 

担当 畜産安全課 家畜衛生担当 

内線 ４１７５ 

 

 
１ 目 的 

国内での鳥インフルエンザや豚流行性下痢(PED)の発生に伴い、県内の畜産農  
 家から家畜伝染病の精密検査（病性鑑定）の依頼が増加している。  

このため、家畜の衛生管理の徹底を指導するとともに、家畜解剖・焼却施設を  
 集約し、家畜防疫体制の強化を図る。  
 

２ 事業内容                                         

区  分  事業 
主体 内  容  予算額  

 (1)飼養衛生管理基準 

  遵守対策 

県 

農場内への人の出入制限、車両消毒

や野生動物侵入対策等の確認・指導、

家畜疾病情報の提供。 

 1,592 千円 

 (2)野生動物の家畜伝 

  染病検査対策 

イノシシ・シカなどを対象に、豚コ

レラ・口蹄疫などの検査を実施。 
   538 千円 

    

 (3)家畜伝染病検査体 

  制強化対策 

病性鑑定のための家畜解剖・焼却施設

を整備。 
74,958 千円 

 

 

３ 平成２７年度予算額 ７７，０８８千円 

新 

新規 
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森林・林業基盤の整備 
 
                     担当 森づくり課 治山・森林管理道担当 
                     内線 ４３１４、４３１６        
 

 

１ 治山対策の推進 

（１）目  的 

   山崩れや荒廃渓流の復旧対策、災害の発生するおそれがある箇所の予防対策及び

機能の低下した保安林の整備を行うことにより、県民の安心・安全な暮らしを確保

する。 

 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

治山事業 
県 

市町村 

・山腹崩壊地や荒廃渓流等に治山施設を設置 

・保安林の間伐等の実施 

 【３４箇所】 

 

（３）平成２７年度予算額    ４６６，０９７千円 

 

 

２ 森林管理道の整備 

（１）目  的 

   森林管理道を整備することにより、適切な森林整備の推進と林業経営の効率化を

図るとともに、山村地域の生活道や災害時の迂回路としての機能を確保する。 

 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

森林管理道整備事業 
県 

市町村 

森林管理道の開設、改良、舗装 

【４７箇所】 

 

    森林管理道の施工例 
 
 
 
 
 
 
 
 
        〔開設前〕                 〔開設後〕 
 

（３）平成２７年度予算額    ６１２，５４１千円 



                                新 規 
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皆伐から始める森の若返りスピードアップ事業  
 
                  担当 森づくり課 間伐・森林循環担当  
                  内線 ４３２１  
 
１ 目  的 

  伐期を迎え利用可能な人工林を対象として、皆伐から地拵、植栽、獣害対策、保育ま

でを一貫して行う森林組合等を支援することにより、森林資源の循環利用を促進し、県

産木材の安定供給、未利用木質資源の利用の促進、及びＣＯ２吸収促進、花粉発生の抑

制等森林の持つ公益的機能の向上、ならびに中山間地域の雇用創出を図る。 
 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1) 人工林皆伐促進 森林組合等 ・林地残材搬出（60ha） 35,940千円 

(2) 皆伐促進作業道整備 森林組合等 ・皆伐促進作業道整備（9,000ｍ） 36,000千円 

(3) 地拵･植栽 森林組合等 ・地拵（30ha） 
・植栽（30ha） 

34,500千円 

(4) 獣害防止柵設置 森林組合等 ・シカ等獣害止柵設置（6,000ｍ） 24,000千円 
(5) 検査・指導費 県 ・検査、指導に係る事務費 1,292千円 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２７年度予算額   １３１，７３２千円 

○人工林皆伐促進（林地残材搬出） 
○皆伐促進作業道整備 

連携 
一貫作業 

○地拵 ・ 植栽 
○獣害防止柵設置 
○保育（下刈） 
 

森の若返り、森林の循環利用の促進 

ＣＯ２吸収促進、花粉発生の抑制等 

中山間地域の雇用の創出、地域振興 

 

素材生産・木材供給 造 林 ・ 保 育 

獣害防止柵 

植栽 

地拵 
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埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業 
 

                       担当 森づくり課 木材利用推進担当 

                       内線 ４３１８ 

 

１ 目  的 

   県内の高齢化した人工林の循環利用を推進し、地球温暖化の原因となる二酸化炭素

の吸収・固定・貯蔵を促進するとともに、県産木材の利用拡大を図る。 

 

 

２ 事業内容 

区分 事業主体 内   容 
埼玉の木みんな

で使って豊かな

暮らし応援事業 

木材関係

団体 
県産木材を使用して、新築・改築・内装木質化を行

う住宅・事務所等を対象に、県産木材の使用量に応じ

て支援を行う。 

（事業費の内訳） 

 ・補助単価：17,000円/m3 

  （県産木材認証制度での認証木材材積あたり） 

 ・事業量 ：5,400m3（県産木材を60％以上使用する住宅450戸相当） 

・支援額 ：90,000千円（17千円×5,400m3） 

・事務費 ： 7,543千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額  ９７，５４３千円 
 

  

(事業主体) 

木材関係団体 
県 

県産木材 

利 用 
(CO2の貯蔵) 

・県産木材使用量とＣＯ２貯蔵量を認証 

・彩の国木の家ﾏｲｽﾀｰ（仮称）の授与 

県産木材使用量

に応じた補助 
高齢林を伐採 

供給 

伐採跡地に 

再び植林 

埼玉の木みんなで使って豊かなくらし応援事業 

支

援 

・県産木材の利用拡大 

・森林の循環利用の促進 

最大 34 万円 

見 え る
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多面的機能支援事業 
 
                        担当 農村整備課 農村環境担当 

                        内線 ４３４８ 
 

１ 目  的 

 農業・農村の多面的機能を維持・発揮させるため、地域で行う農地や水路、農道な

どの地域資源の基礎的な保全活動や質的向上を図る活動を支援する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)多面的機能支払交付金    371,913 千円 

 

 

ア 農地維持支払 活動組織 水路の草刈りや泥上げ、農道の砂利補

充など、農業の多面的機能を支える共

同活動を支援する。 

235,200 千円 

 

イ 資源向上支払   136,713 千円 

 共同活動 活動組織 水路、農道、ため池の軽微な補修や植

栽による景観形成など、地域資源の質

的向上を図る共同活動を支援する。 

82,719 千円 

 

長寿命化 活動組織 水路、農道などの施設の長寿命化のた

めの補修・更新等の活動を支援する。 

53,994 千円 

 

(2)多面的機能支払推進交付金    14,907 千円 

 ア 県推進事務費 県 多面的機能支払に係る事業の推進事務 2,735 千円 

イ 市町村推進事務費 市町村 多面的機能支払に係る事業の推進事務 2,392 千円 

ウ 地域協議会推進事務費 地域協議会 多面的機能支払に係る事業の推進事務 9,780 千円 

 

  基本交付単価                        （単位：円/10a） 

 
農地維持支払 

資源向上支払 

共同活動 長寿命化 

田 3,000 2,400 4,400 

畑 2,000 1,440 2,000 

草地   250   240   400 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２７年度予算額   ３８６，８２０千円 

【農地維持支払】 【資源向上支払】 

植栽による景観形成 水路の補修 水路の草刈り 

区分 
地目 
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川の再生の推進 
（川のまるごと再生プロジェクト（農業用水））  

 
                         担当 農村整備課 農村環境担当 

                         内線 ４３５０         
 
１ 目  的 
  県民誰もが川に愛着を持ち、ふるさとを実感できる「川の国埼玉」の実現を目指し、

農業用水路等を対象に市町が進めるまちづくりと一体となって一つの川を上流から下流

まで川をまるごと再生する。 

 

２ 事業内容 
区   分 事業主体 内         容 

川のまるごと再生 

プロジェクト 

（農業用水）推進費 

県 
市町村 

 環境に配慮した護岸、遊歩道、魚道等の整備 

     【１０箇所（７農業用水、３河川）】 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 平成２７年度予算額   １，０７７，０００千円    

【実施事例：古川排水路ほか（川越市）】 

【整備前】 

【整備後】 

水辺に近づける

デッキを整備 

不法投棄された

ゴミにより人が

近づかない 
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